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Prior studies indicate that the role of 1st-level managers, or “kacho,” in 
Japanese organizations have shifted towards a “playing” role over the last 
couple of decades. However, little is known about work behaviors of senior 
managers, such as 2nd- （“bucho”） or 3rd-level managers （“honbucho”）. To 
advance our understanding of managerial work behaviors across organizational 
levels, we develop a set of measurement scales that focuses on capturing 
differences in managerial behaviors by organizational levels. Our analysis of 
three, independently corrected datasets, with 2,130 samples in total, provides 
support to the validity of the four scales we developed and their measurement 
invariance across independent samples from different levels of managers. Our 
analysis also indicates that the differences in managerial behaviors between 
“bucho” and “honbucho” captured by the new measures are consistent with 
our predictions based on extant research.
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1．問題の所在

管理職は部門や職場のマネジメントの要とさ

れる。経営層とフロントラインの従業員の中間

に位置し，組織のリンクピンともいうべき立場

（Likert, 1961）に位置付けられる管理職は，単

に経営層からの方針をフロントラインに伝える

だけでなく，「自らのビジョンを練りながら自

部門の戦略を語る創造的ミドル」（金井，1991）

としての役割を担う。

一方で，同じ管理職であっても，組織内の階

層によってその職責は大きく異なる。一人の管
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理職が担う部下の人数には制約があるため，組

織規模が多くなるにつれて階層数は増加し，管

理職の中にも階層分化が生じる。フロントライ

ンの一般従業員を直接マネジメントする第１階

層の管理職（企業により多様な呼称が存在する

が，本論文では「課長」と呼ぶ）の上に，それ

らの管理職を束ねる第 2 階層の管理職（同，「部

長」）が配置され，さらに彼ら彼女らを率いる

第３階層の管理職（同，「本部長」）が置かれる。

企業組織は分業と権限委譲の体系であるから，

より上位の管理職には経営に近い視座，立場で

行動することが求められる。一方，より下位の

管理職には，現場に近い視座で，より具体的な

業務運営に焦点を当てた行動が求められる傾向

があると考えられる。

一方，日本企業において管理職，特に課長

たちの担う役割が変化してきたことが，さまざ

まな研究によって示されている（例えば，佐

藤，2004； 野田・ミドルマネジメント研究会，

2008）。これらの研究からは，課長たちが従来

通りの組織マネジメントの役割を担うと同時に，

フロントラインの従業員と並んでプレイヤーと

しての役割も担う傾向が高まったことが読み取

れる。より近年のデータでも傾向は一貫してい

る。例えば，産業能率大学（2019）の調査も，

「98.5％の課長がプレイヤーとマネジャーを兼務

している」と報告している。以上からは，組織

の「リンクピン」として行動する「創造的ミド

ル」というよりもむしろ，フロントラインで実

務を中心に動く課長像が浮かび上がってくる。

では，部長層についてはどうか。部長を「大

課長」と揶揄する表現が，昨今，さまざまな企

業の現場やメディアにおいて見受けられる（例

えば，林，2024）。この表現からは，部長には

本来，課長よりも上位の管理職として，フロン

トラインから一歩引いたより経営に近い役割を

果たすことが期待されるにもかかわらず，課長

と同じような役割しか果たしていない，という

問題意識が読み取れる。上述した「課長のプレ

イング・マネジャー化」に伴い，部長の役割も

よりフロントラインに近いものに変質している

のかもしれない。一方，管理職を早期に選抜育

成する取り組みが広がっている（佐藤，2020）

ことを鑑みると，次の世代の経営幹部候補とし

ての部長，という期待もあると考えられる。す

なわち，いわゆる管理職の枠組みを超えて「経

営職」（三品，2007）としての能力を磨き，発

揮することが求められるということだ。上述し

た大課長化とは真逆の期待である。同じ「部長」

であっても，今後の経営者候補としての成長と

活躍を期待されている人材と，より課長的な現

場の管理職としての期待を受けている人材とが

混在しているのかもしれない。

管理職が事業・組織の運営において重要な役

割を果たす「リンクピン」であることを踏まえ

ると，課長だけでなく，部長やさらに上位の管

理職に期待される役割，実際の行動について理

解を深めることは，組織研究における重要な課

題である。部長を「大課長」と揶揄する表現は，

部長に対する期待と行動に乖離があること，ま

た，それが組織のパフォーマンスにネガティブ

な影響を与えると懸念されていることを暗示し

ている。管理職への期待が時と共に変化し，よ

り複雑なものとなっている（坂爪，2020）一方

で , 管理職のマネジメント能力に対する懸念が

さまざまな調査によって指摘されている（リク

ルートマネジメントソリューションズ，2023; 

産業能率大学総合研究所，2024）ことを踏まえ

ると，こうした言説を言説に留めるのではな

く，科学的にその実態についての洞察を提供し

ていくことは，組織研究が取り組むべきテーマ

であると考えられる。部長や，さらにその上位

の本部長に対する役割期待は，課長に対するそ

れとどのように異なっているのか。実際の役割
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行動は，期待を反映したものなのだろうか。こ

うした問いに対する答えを探求する研究が求め

られている，と筆者らは考える。

しかしながら，こうした，部長やさらに上位

の管理職の役割行動の実態についての研究蓄積

は限られている。管理職の役割を捉える研究に

は長い歴史があるが，その多くがさまざまな

階層に普遍的に通用する役割の枠組みを提供

することに焦点を当てる（例えば，Mintzberg, 

1989），あるいは，特定の階層（例えば課長）

に焦点を当て彼らの役割を幅広く捉える（例え

ば，金井，1991），理論的関心から特定の階層

の特定の役割に焦点をあてる（例えば，Floyd 

& Lane, 2000）ものであった。こうした研究上

のアプローチは，国や組織によって組織構造が

多様であることを踏まえると合理性があると考

えられる一方で，上述したような，日本におい

て生じていると考えられる管理職の役割の変化

を階層を超えて俯瞰して捉え，その要因や結果

について分析するには適していない。丁寧な聞

き取りによって，管理職の昇進に伴う成長と活

躍に焦点を当てた研究は存在するが（例えば，

松尾，2013），管理職の役職変化に伴う役割期

待や行動の変化，あるいは部長やより上位の管

理職の間での役割期待や行動の違いを定量的に

捉えた研究は筆者らの知る限りほとんど存在し

ない。

以上の問題意識のもと，本論文では，管理

職の階層による役割の違いに焦点を置き，管

理職，特に部長の職務行動への期待や実際の

行動を捉えるための枠組み及び尺度の開発に取

り組む 1。これにより，今後の日本における管

理職の役割期待・行動について，役職による違

いを考慮した，より解像度の高い研究の基盤を

行うためのツールを提供することを目指す。な

お，本研究にあたっては，課長・部長・本部

長・・・といった形で階層的に管理職を配置す

る伝統的な組織構造のあり方を前提におく。よ

って，本研究で構築する尺度が当てはまる対象

としては，日本企業及び，日本において活動す

る外資企業で，こうした構造を用いている企業

を想定する。

本論文の構成を述べる。まず，先行研究を踏

まえ，複数次元からなる職務行動の概念枠組み

を提案する。その上で，4 つのステップで尺度

の構築と検証を行う。Step １として，設定し

た概念枠組みが，役職による役割期待の違いを

捉える上で適切なものとなっているかどうかを

検証する。ここでは，部長・課長の昇進に関

わる意思決定に関与した経験を持つ人々を対

象としたサーベイの回答（n=893）を用いる。

Step2 として，概念枠組みに基づき，尺度項目

の作成と精査を行う。ここでは，エキスパート

へのインタビューを活用する。Step3 では，構

築した尺度項目の因子構造の検証及び，法則

定立的ネットワーク（nomological network）

構造―すなわち，理論的に新尺度との関係が

想定される諸概念と新尺度の関係―の分析を

行うことによる構成概念妥当性（Cronbach & 

Meehl, 1955）の検証を行う。具体的には，部

長ポジションで働く人材から収集したデータ

（n=856）を用いた多変量解析を実施する。さ

らに，Step4 では，本部長ポジションで働く

管理職から収集したデータ（n=381）を Step3

で得たデータと合わせて分析し，測定等価性

（measurement invariance）を検証する。また，

部長―本部長間のスコアを比較し，概念枠組み

との一貫性を検証する。最後に，一連のステッ

プから得られた結果をまとめ，その示唆につい

て考察する。

2．�管理職の職務行動を捉えるための
概念枠組みの構築

一般的に，組織は階層化及び機能分業を行っ
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て組織構造を形成する。一般従業員から構成さ

れる最小の組織単位（企業によって呼称はさま

ざまだが，本論文では便宜上「課」と呼ぶ）に

第 1 階層の管理職（「課長」）を配置し，さらに

それらの課を複数束ねた組織単位（「部」）に第

2 階層の管理職（「部長」）を配置する。大規模

な組織であればさらに部を束ねて本部や事業部

を設け，それを統括する管理職（「本部長」）を

置くケースもあろう。組織全体としての構造

は，事業部制，機能部門制，さらにはマトリッ

クス制などさまざまあり得るが，そのいずれに

おいても，組織の最小単位から順次，上位組織

が置かれ，それぞれの層に管理職が置かれると

いう構造は共通である。一般従業員に近い立場

で働く課長と，より上位の，相対的に経営者に

近い立場にいる部長や本部長とでは，組織にお

ける役割が自ずと異なると考えられる。

管理職の行動に関する研究は，主に管理行動

（managerial behavior）・管理業務（managerial 

work）研究と，リーダーシップ研究の 2 つが

牽引している。このうち，リーダーシップ研究

では，管理職の部下に対する影響力の行使とい

う観点から，その時々の労働環境の状況を反映

する形で，PM 理論（三隅， 1978），変革型リー

ダーシップ（Bass， 1985）ならびにインクルー

シブリーダーシップ（Carmeli et al.， 2010）と

いった概念を提唱している。

一方，管理行動・管理業務研究では，リーダー

シップ研究よりも，具体的かつ包括的にその行

動を記述するものが多い。例えば，Mintzberg

（1989）は主に経営幹部の仕事の観察を通じて，

管理職の役割として Figurehead（組織の象徴，

代表），leadership（目的に向けた組織の牽引）， 

liaison（内外関係の維持）， monitor（情報の収

集）， disseminator（情報の発信）， spokesperson

（組織の代弁者）， entrepreneur（新しい戦略や

アイデアの創出と実行）， disturbance handler

（変化への対応）， resource allocator（資源の

配分）， negotiator（内外との折衝）の 10 の要

素を提示している。また，金井（1991）は課

長層の仕事の研究を通じて，11 の役割を提示

し，それらを「広義のタスク志向のリーダー

行動」「広義の人間志向のリーダー行動」「対

外的活動」に大別した。より最近の研究では

Hales （2005）が，イギリスの課長クラスを対

象とした調査を通じて，46 の役割を抽出し分

類している。その中核は，「成果志向の監督

（performance-oriented supervision）」という，

職場の仕事の進め方について日々方向づけ，管

理するという役割である。また，職場の管理，

戦略の業務への落とし込み等の職務も担う。さ

らに，スーパーバイザーの役割とされる職務も

担っていた。具体的には，業務の計画・スケジ

ューリング，優先順位の設定，業務が手順に沿

っているかの確認，助言の提供，業務の割り当

て，上下方向のコミュニケーションの媒介，そ

して現場業務の補助などがそれに該当する。こ

れらに加え，称賛を与えること，コーチング，

チームの調整なども行っていた。また，Korica 

et al.（2017）は，過去 70 年におよぶこの分野

の研究をレビューした上で，管理職が果たす役

割が技術的社会的環境変化に伴い変化し，複雑

化・多様化していることを指摘した上で，過去

に提唱された枠組みを超えて，実態を捉える取

り組みの必要性を指摘している。

これらの研究を踏まえ，本論文では，従来の

管理行動・管理業務ならびにリーダーシップ研

究で繰り返し指摘されてきた２つの軸を基礎に

置きつつ，階層による役割の違いを捉えるとい

う観点からそれを拡張した枠組みを設定するこ

ととする。2 つの軸の第一は，目的達成機能（三

隅，1978），生産志向（Likert, 1961），アジェ

ンダ（Kotter, 1990），広義のタスク志向のリー

ダー行動（金井，1991）といった概念で捉えら
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れてきた「タスク」に関する軸である。そして，

第二が，集団維持機能（三隅，1978），従業員

志向（Likert, 1961），ネットワーク（Kotter, 

1990），広義の人間志向のリーダー行動（金井，

1991）という「人」に関する軸である。これら

の「タスク」と「人」という２つの軸は過去の

研究において，時間や地理的コンテクストを超

えて普遍的に抽出されてきたものである。管理

行動・管理業務研究からは，より多岐にわたる

管理職の役割行動の要素が抽出されているもの

の，本論文が目指す，さまざまな階層を超えた

管理職の職務行動の把握という点では，これら

２軸に焦点を置くことが適していると判断し

た。しかし同時に，特に階層間での違いを捉え

られるようこの枠組みを拡張することにより，

今日の管理職の役割の多様性への理解を深める

手段を提供することを目指す。

では，タスクと人という 2 つの軸において，

管理職の階層による役割行動はどのように異

なるのであろうか。タスク軸については , 目の

前の業績の実現に向けてタスクを管理してい

く行動（「現在業績の追求」と呼ぶ）と，未来

を構想し , その実現に向けて変革を促していく

行動（「未来に向けた変革推進」と呼ぶ）とい

う 2 種類の役割行動によって階層による役割の

違いを捉えることができると想定する。昨今の

パラドキシカル・リーダーシップに関する研

究（Smith & Lewis, 2022）は，管理職は現在

の短期的成果を追求していくことと，未来に向

けた変化に取り組むことの両立に直面する，と

指摘している。しかしながら，「現在業績の追

求」と「未来に向けた変革推進」の相対的な重

要性は階層によって異なると考えられる。すで

に述べた通り，同じ管理職であっても上位の役

職にあるものほど，より経営的な視座での意思

決定，行動が求められるから，この両立が必要

となる。一方，第１階層の管理職である課長で

あれば，担当する職務分掌領域において，フロ

ントラインのプレイヤーたちの上司として，ま

た，自分自身もプレイヤーの一員として直近の

業績を達成していくことが第一の役割と考えら

れる。前述した Hales （2005）が示した「成果

志向の監督」が意味することが，業務のパフ

ォーマンスを監視・報告・改善することを通じ

て，仕事の進め方を日々方向づけ，管理するこ

とであることからも，課長が担うタスクでは

当面の業績を前提としていることがうかがえ

る。一方，部長になると，「タスク」に関して

は，当面の業績の達成だけでなく，中長期的な

戦略の形成とその実現にも同時に取り組むこ

と（嶋村，2012）が必要になる。実際，部長

の役割に注目する研究は，戦略形成・戦略遂

行にフォーカスを当てたものが多い（Floyd & 

Wooldridge, 1992）。

次に，「人」の軸に関しては , 構造的支援

（Howell & Dorfman, 1986; Bell & Kozlowski, 

2002）に関する議論を踏まえ，管理職が組織メ

ンバーに対して直接的に働きかける行動（「部

下マネジメント」と呼ぶ）と，組織の仕組みや

場に働きかけ，間接的にメンバーに影響を及ぼ

そうとする行動（「仕組みづくり」と呼ぶ）の

2 つの下位概念を提唱する。構造的支援の概念

は Kerr & Jermier （1978）が提唱したリーダー

シップの代替アプローチ，すなわち，リーダー

が人々に及ぼす直接的な影響力は，組織やタス

クの構造によって補完，拡張，あるいは無力

化されうる，という考え方に立脚するものだ。

Hoch と Kozlowski（2014）は，管理職が部下

と地理的に離れた拠点で働くバーチャルチーム

の運営においては，管理職のリーダーシップが

チームのパフォーマンスに及ぼす影響が低下す

る一方，構造的支援の影響が強まることを報告

している。ここからは，部下に直接的に影響力

を発揮することが困難な環境においては，管理
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職が構造に働きかけることがより重要となるこ

とが示唆される。第一階層の管理職である課

長は , 部下個々人に直接関わることが前提とな

る。よって，「部下マネジメント」が課長に対

する主たる期待になるであろう。それに対し

て，部長や本部長はより多くのメンバーを管理

し，より下位の管理職（例えば課長）が現場の

メンバーとの間に配置されているから，部下へ

の直接の関与は困難だ。よって，その代替とし

て構造的介入を通じて組織を動かすことが必要

となる。すなわち，部門の風土や人材の配置，

組織内のルールや配置などに介入する（嶋村，

2012; 松尾，2013）という「仕組みづくり」が

より重要となると考えられる。

以上を踏まえ，図１に本研究における概念枠

組みを示す。先行研究におけるタスク軸の下位

概念として「現在業績の追求」と「未来に向け

た変革推進」を , 人軸の下位概念として「部下

マネジメント」と「仕組みづくり」を置く。そ

の上で，より上位の管理職であるほど，総じて，

「タスク」に関しては「現在業績の追求」に加

えて「未来に向けた変革推進」への期待が，ま

た，「人」に関しては部下個々人に対する「部

下マネジメント」よりも「仕組みづくり」に関

する期待が強くなり，そしてまた実際にそうし

た職務行動をとっているであろう，と想定す

る。

3．尺度の構築

3.1　�（Step１） 階層による役割の違いを捉える

上での4つの概念の有効性の確認

Step １では，上記で構築した 4 つの概念に

関する尺度を構成する項目の構築に先立つ予備

的な検証を行う。具体的には，上記の４つの概

念によって，課長と部長という 2 つの階層の管

理職に対する役割期待の違いを捉えることがで

きるかを確認する。

3.1.1　方　法

企業内における課長・部長に対する一般的な

期待を捉えることを目的に，課長・部長の昇進

に関する意思決定に関与した経験のある人々を

対象にした調査を行った。昇進の際には，各階

層に期待される役割に照らして，昇進対象者の

適性の評価がなされるため，こうした意思決定

に関わる人々は，各階層の管理職への期待役割

に関する十分な知識を持っていると判断した。

具体的には，インターネット調査会社を通じて

図 1　階層による管理職の職務行動の違いを捉えるための概念枠組み
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「従業員数 100 人以上」かつ「課長・部長から

なる管理職階層が存在する」「民間企業」に勤

務しており，「人事・総務・経営企画部門に所

属する」「課長以上の管理職」で，「管理職（部

長・課長）の昇進に関する意思決定に過去３年

以上関わってきた」人を対象に調査を行った 2。

なお，本調査においては，課長を「一般従業員

を部下として持ち，彼ら彼女らの人事評価を行

う管理職」，部長を「（上述の）課長を部下に持

ち，彼ら彼女らの人事評価を行う管理職」と定

義し，「部長・課長相当だが部下を持たない」

職位のものは課長・部長とみなさないことを明

記した。不良回答が疑われるものを除いた 893

サンプルを回収した。回答者の平均年齢は 55.2

歳（SD=7.4），男性が 96.1％，所属先は上場企

業が 40％，日系企業が 96.4％であった。従業

員規模は 300 人以上 1,000 人未満（26.1％）が

最も多く，業界は製造業（25.6％），卸売・小

売業（11.7％），サービス業（10.9％）等が多か

った。

設問として，現在業績の追求（設問 1），未

来に向けた変革推進（設問 2），部下マネジメ

ント（設問 3），仕組みづくり（設問 4）にそれ

ぞれ対応する項目を設けた。回答者には，自身

が働く企業において，課長，部長のそれぞれに

期待されるマネジメント行動として，4 項目そ

れぞれがどの程度当てはまるかをリカート５段

階項目（1.　全くあてはまらない〜 5.　非常に

よく当てはまる）で回答するよう求めた。

設問 1：�現在，部門に求められている業績を

確実に達成する（目標の設定，方針

立案，すり合わせ，実績管理，改善

など）

設問 2：�部門の未来を構想し，その実現に向

けて変革を促進する（未来像の構想，

変革のシナリオ，支援の獲得，資源

調達，リスクテイクなど）

設問 3：�部門のメンバーに直接話しかけ，働

きかける（動機付け，指導，問題解

決の支援，意見を聞く，目指すもの

を伝えるなど）

設問 4：�部門内外の仕組みや場を構築する

（他部門やパートナーとの連携体制

構築，会議やプロジェクトの設定，

成果の内外への発信，提案の吸い上

げの場づくり，業務設計見直しなど）

3.1.2　結　果

表 1 に課長，部長それぞれの回答の平均値を

掲載する。課長に関しては，「現在業績の追求」

への期待（4.03）が，「未来に向けた変革推進」

への期待（3.76）を上回っており，平均値の差

は統計的に有意であることが t 検定によって確

認できた（両側検定（以下同じ），p < .01）。ま

た，「部下マネジメント」への期待（4.27）が「仕

組みづくり」（3.86）を有意に上回っていた（p 
< .01）。一方，部長に関しては，「現在業績の

追求」と「未来に向けた変革推進」への期待（そ

れぞれ 4.48, 4.48）が非常に近い値を示し，統

計的有意差も見られなかった（p = .95）。また，

「部下マネジメント」への期待（4.34）は，「仕

組みづくり」への期待（4.41）を下回っており，

平均値の有意差が確認できた（p < .01）。

以上からは，課長に対する期待としては「現

在」の業績に向けて「部下」を直接牽引する

ことが強いのに対して，部長に対する期待は，

「現在」と同じくらい「未来」に向けて変革を

推進すること，また，「部下」に直接関わるよ

りも「仕組みづくり」を通じて組織を動かすこ

とに力点が置かれていることが見て取れる。こ

うした結果は，先行研究における指摘（嶋村，

2012; 松尾，2013），および筆者らの理論的考察

とも整合しており，筆者らが提示した 4 つの概

念が，部長と課長の階層による期待の違いを捉
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える上で適切であることが確認できた。

3.2　�（Step ２）エキスパートインタビューを

通じた項目の作成と精査

Step １において，4 つの概念が管理職の課長

と部長という階層間での役割期待の違いを捉え

る上で適切なものとなっていることが確認でき

たことを踏まえ，Step2 では尺度を構成する項

目の開発を行う。4 つの概念のそれぞれを測定

する尺度項目を作成するにあたり，エキスパー

トインタビューを実施した。著者らの個人的な

ネットワークを通じて，人事責任者ならびに部

長経験者 5 名の協力を得た。これら 5 名が参加

するグループインタビューを，各 1 時間，3 回

行った。インタビューでは，「部長の役割とは

なにか」「それは課長の役割となにが違うのか」

をテーマに，それぞれのインタビュイーに持論

を聞いた上で，筆者らがファシリテートする形

で，企業にかかわらず共通して管理職に期待さ

れる役割行動について，インタビュイー間での

議論を行う形式をとった。こうした対話を通じ

て，特定の企業の実態に偏らずに，さまざまな

企業における管理職の在り方を捉え，項目に落

とし込むことを狙いとした。

インタビューで得られた管理職に期待される

役割行動に関する発言を要素に分解し，上述の

「現在業績の追求」「未来に向けた変革推進」「部

下マネジメント」「仕組みづくり」の４つの概

念に対応させることで，項目案を筆者らが作成

した。その上で，再度，同じインタビュイーを

対象にグループインタビューを開催した。ここ

では，4 つの尺度の概念定義及び，それぞれに

対応する項目を一覧表として提示し，項目につ

いてのフィードバックを求めた。特に，項目の

わかりやすさや，管理職への期待としてのフィ

ットについてのコメントをもとに，項目案を修

正し，4 つの概念のそれぞれに５項目，合計 20

項目を作成した。

3.3　（Step ３） 尺度の測定妥当性の検証

Step ３では，Step ２で作成した項目の統計

的特徴を分析し，尺度の測定妥当性を検証す

る。まず，確証的因子分析によって，作成し

た項目の因子構造を検証する。加えて，4 つの

尺度の法則定立的ネットワーク（nomological 

network）の検証を行う。

法則定立的ネットワークとは，新たな尺度が

測定しようとする構成概念（本研究では「現在

 課長 部長 

項目 平均値 SD 平均値 SD 

1. 現在業績の追求 4.03 1.02 4.48 .78 

2. 未来に向けた変革推進 3.76 .97 4.48 .77 

1-2 の平均値の差 .27  -.00  

p 値 .00**  .95  

3. 部下マネジメント 4.27 .87 4.34 .82 

4. 仕組みづくり 3.86 .92 4.41 .80 

3-4 の平均値の差 .40  -.08  

p値 .00**  .00**  

n = 893. * = 有意水準 .05, ** = 有意水準 .01

表 1　部長・課長に期待されるマネジメント行動



組織階層による違いに着目した管理職の役割行動尺度の開発

－49－

業績の追求」「未来に向けた変革推進」「部下マ

ネジメント」「仕組みづくり」の 4 つがこれに

あたる）と，理論的に関連が予測される他の概

念との関係性のネットワークのことを意味する

（Cronbach & Meehl, 1955）。本研究と同様に複

数の構成概念についての尺度の構築に取り組ん

だ先行研究（Griffin et al., 2007; Yoshikawa et 

al., 2020） を参考に，4 つの構成概念の違いを検

証する上で効果的だと考えられる概念を用いる

こととする。具体的には，リーダーシップの代

替アプローチ（Kerr & Jermier, 1978）を踏ま

え，部長が発揮する行動が担当する「部門の状

況」によって異なることを想定する。また，管

理職の経験学習に関する先行研究（松尾，2013

など）を踏まえ，「部長自身の経験」が部長の

役割行動に影響することを想定する。

担当する部門の状況としては，部門の人材の

質に着目する。Kerr & Jermier （1978）によれ

ば，管理職に求められる行動は担当する部門の

状況によって異なる。例えば，メンバーのスキ

ルや能力が不足している場合，彼ら彼女らによ

る自律的なタスクの遂行を期待できないから，

部長が積極的に業績を推進する必要性が生じる

（Kerr & Jermier, 1978）。本研究の焦点である

部長の部下には課長たちも含まれるが，課長た

ちのスキルや能力が不足している場合，部長自

ら直接部下マネジメントを行い，その不足を補

う必要性も高まると考えられる。よって，部長

が担当する部門のメンバーのスキルや能力の不

足は，「現在業績の追求」や「部下マネジメン

ト」と正の関係を持つと考えられる。

部長自身の経験に関しては，管理職は仕事経

験とその省察を通じて能力を身につけていく

（McCall, 1998; 金井・古野，2001; 松尾，2013）

ことをふまえ，過去の仕事経験，学習機会に焦

点を当てる。具体的には「一つの事業組織を任

され，責任者として決断を行う」「事業経営の

方法論を学ぶ」「人材育成・組織マネジメント

を学ぶ」という３種類の経験に着目する。事業

の責任者には目の前の成果を出しつつ，将来に

向けて仕掛けを行うことが求められる（Charan 

et al., 2000）。また，事業の責任者は，当該事

業の全体を俯瞰し運営することが求められるか

ら，その事業に係る組織運営の仕組みを見直す

経験を，一般的な管理職よりも多く持つと考え

られる（Noda & Bower, 1996）。よって，事業

責任者経験は，「現在業績の追求」「未来に向け

た変革推進」「仕組みづくり」と正の関係を持

つと考えられる。一方，事業経営の方法論を学

ぶ経験は事業の現状を超えた思考を促すから

「未来に向けた変革推進」を，人材育成・組織

マネジメントを学ぶ経験は人・組織への関心を

高めることを通じて「部下マネジメント」及び

「仕組みづくり」を促進すると想定する。

図 2 に，以上の議論を踏まえて筆者らが想定

する法則定立ネットワークを図示する。本研究

が提示する 4 つの概念（グレーの編みかけ）に

対して，部門の状況，管理職自身の経験を捉え

る 4 つの概念がそれぞれ異なる関係性を持って

いることを想定し，分析を行う。

3.3.1　対　象

現在，部長ポジションにいる人々に自分自身

の役割行動を聞くことを目的に，インターネッ

ト調査会社を通じてデータを収集した。対象を

抽出する条件として，パート・アルバイトを含

む従業員規模 300 名以上の企業に勤務する正社

員で，部長（第 2 階層の管理職）に就任後，1

年以上の経験があることを置いた。Step1 と異

なり , 幅広い職務を担う部長からのデータを収

集することを目的に，所属部門を限ることは行

わなかった。本 Step に続く Step 4 において別

途，本部長（部長のもう一段上の階層の管理

職）からの回答を収集して，本調査で得た回答
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と比較することを意図したため，Step1 の調査

時の設定よりも大規模な組織（300 名以上）で

働いていることを条件として設定した。また，

本 Step の意図は，部長自身の行動について捉

えることであるため，部長に就任後，一定の期

間（1 年）が経過していることを条件として設

けることが適切であると判断した。部長の条件

としては，Step1 における課長の定義に相当す

る人材を部下に持ち，それらの人材の人事評価

を行っていること，とした。なお，人事評価を

行う対象に部長が含まれるものは，第 3 階層の

管理職，いわゆる本部長にあたるとみなし，本

調査の対象外とした。回答者のうち，不良回答

が疑われる回答を除いた 856 名を分析対象とし

た。回答者の平均年齢は 54.3 歳（SD=5.6），平

均勤続年数は25.9年（SD=10.3），男性が97.5％，

中途入社者が 32.7％であった。所属先は日系

企業が 96.4％であった。従業員規模は 1,000 〜

5,000 人未満，5,000 人以上（共に 32.7％）が最

も多く，業界は製造業（33.6％），金融・保険

業（12.7％）, 情報通信業（10.3％）等が多かっ

た。

3.3.2　調査項目

役割行動：Step2 において作成した 20 項目

を用いた。自身が過去 3 ヶ月に時間を費やした

程度として当てはまる程度を，各項目について

聞いた。反応尺度は「1= 全く当てはまらない」

～「7= とても当てはまる」の 7 件法を用いた。

部門の状況：部長が担当する部門の人材の状

況を捉えるため，「部門のメンバーにはスキル

や能力が全体的に不足している」を置いた。反

応尺度は役割行動と同様，7 件法を用いた。

部長自身の経験：3 つの項目を設けた。まず，

部長昇進前に「1 つの事業組織（例えば子会社

など）を任され，自ら責任者として決断を行う」

経験があったかを聞いた。加えて，部長昇進後

に「事業経営の方法論を学ぶ機会を，会社から

与えられる」「人材育成・組織マネジメントを

学ぶ機会を，会社から与えられる」経験があっ

たかどうかを聞いた。反応尺度はいずれも「経

験あり」を 1 とするバイナリとした。

コントロール変数：管理職の年齢（整数値），

性別（男性 =0, 女性 =1），教育レベル（中学

校卒業 =1, 高校卒業 =2, 専修各種学校・短期
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部長自身の経験 

（事業責任者） 

＋ ＋ ＋ 

部長自身の経験 

（事業経営の 

方法論を学ぶ） 

図 2　想定する法則定立ネットワーク
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大学・高等工業専門学校 =3, 大学 =4, 大学院

=5），入社形態（新卒 =0, 中途 =1），所属部門

（本社・本部のスタッフ =1，営業／販売 =2，

マーケティング =3，生産／製造 =4，技術／

生産管理 =5，研究／開発 =6，調達／購買 =7，

システム・エンジニアリング =8，新事業開発

=9，その他 =0），勤続年数（整数値），勤務先

企業の産業（製造業 =1, その他 =0），組織規模

（～ 300 人未満 =1，300 ～ 500 人未満 =2，500

～ 1,000 人未満 =3，1,000 ～ 5,000 人未満 =4，

5,000 人以上 =5）3，日系・外資系（日系 =0, 外

資系 =1）を用いた。整数値の変数（年齢，勤

続年数）を除き，いずれもダミー変数として取

り扱った。

3.3.3　結　果

4 つの尺度のそれぞれに 5 項目を配置した

構造を想定し，確証的因子分析を実施した。

統計分析には Mplus ver.8.0 を用いた。MLM 

estimator を利用した（以下の確証的因子分析

においても同様）。デフォルトの ML estimator

が 正 規 性 を 前 提 と す る の に 対 し て，MLM 

estimator は非正規性にロバストな標準誤差

と平均調整カイ二乗検定統計量（Satorra & 

Bentler, 2010）を用いた最尤パラメータ推定を

行う。本 Step で用いるデータの分布を確認し

たところ，一定の非正規性が認められたことを

踏まえ，MLM estimator を用いる方が適合度

についてより適切な評価が行えると判断した。

20 項目のうち，複数因子に因子負荷量が高

かった項目を各尺度から 1 項目ずつ削除し，各

尺度 4 項目で分析した結果を表 2 に示す。適合

度指標は，カイ二乗係数 =406.18，自由度 =98，

p =.00，CFI=.95，TLI=.93，RMSEA=.06，

SRMR=.06 であった。適合指標がほぼ満足な値

を示した（Hu & Bentler, 1999）。4 つの因子の

うちいずれか 2 つを統合した 3 因子モデルはい

ずれも，4 因子モデルと比べて統計的に有意に

低い適合度 （p < .01）を示した。4 つの因子の

クロンバックのα係数は現状志向 .89，未来に

向けた変革推進 .87，部下マネジメント .90，仕

組みづくり .86 であり，いずれも高い信頼性を

示した。因子構造の妥当性が確認できたため，

以下の分析では，以上の 4 因子，各 4 項目のモ

デルを用いることとする。

次に，法則定立的ネットワークを検証するた

め，4 つの尺度のスコアを計算した上で，それ

ぞれを被説明変数とし，部長が担当する部門の

状況（1項目），および部長自身の経験（3項目），

コントロール変数を説明変数とする重回帰分析

を行った。分析には，Stata/BE Ver.17.0 を用

いた。分析結果を表 3 に示す。

部長が担当する部門の状況について，部門メ

ンバーの能力の不足が「現在業績の追求（β

= .08, p < .01）」「部下マネジメント（β =.06, p 

< .05）」と正の有意な関係を示した。部長自身

の経験については，事業責任者経験が「現在業

績の追求（β =.20, p < .05）」「未来に向けた変

革推進（β =.40, p < .01）」「仕組みづくり（β

=.24, p < .01）」のいずれとも正の有意な関係を

示した。これらは筆者らの想定と一貫した結果

であった。一方，事業経営の方法論を学ぶ経験

は，我々の想定通り「未来に向けた変革推進

（β =.32, p < .01）」と正の関係を示したことに

加え，「仕組みづくり（β =.24, p < .01）」とも

有意な関係を示した。人材育成・組織マネジメ

ントを学ぶ経験は，筆者らが想定した「部下マ

ネジメント（β =.23, p < .01）」「仕組みづくり

（β =.29, p < .01）」と正の関係を示したことに

加え，「現在業績の追求（β =.22, p < .05）」と

も正の関係を示した。

以上の結果からは，全体として本論文におい

て設計した４つの尺度が，部門の状況及び，部

長自身の経験を捉える４つの項目と，それぞれ
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異なる関係を示すことが確認できた。また，こ

れらの関係性は，筆者らの理論的想定と概ね一

貫していたが，一部に差異も見受けられた。以

下では，結果から見られたいくつかの留意点に

ついて検討する。

まず，「現在業績の追求」と「部下マネジメ

ント」について，両者の差異を示すのは事業責

任者経験のみであり，他の項目は両項目と共通

の関係を示した点について留意が必要だと考え

る。これは，今回設定した 4 項目のうち３つで

は差異を捉えられなかったことを意味する。た

だし，事業責任者の立場では，短期的な業績を

出すこと，将来に向けた変化に取り組むことの

両方が求められる一方，部下を直接マネジメン

トする機会が少ないと考えられるため，同項目

が「現在業績の追求」と有意な関係を持つ一方

で，「部下マネジメント」とは有意な関係を持

たないことは，これら 2 つの役割行動の概念定

義と整合したものだ。また，「未来に向けた変

革推進」と「仕組みづくり」についても，差異

が認められたのは人材育成・組織マネジメント

を学ぶ経験のみであったが，この項目が「未来

に向けた変革推進」と有意な関係を示さず，「仕

組みづくり」と関係が確認できた点は，両者の

概念定義と一貫した結果と言える。

次に，特に部長自身の経験に関する項目（事

業経営の方法論を学ぶ，人材育成・組織マネジ

メントを学ぶ）について，想定とは異なる結果

が得られた。この結果は，事業経営の方法論に

ついて学ぶことが，事業の未来について考える

ことだけでなく組織に構造的に介入する行動も

また促進する，また，人材育成・組織マネジメ

ントについて学ぶことが方針管理や目標設定な

ど，現在のタスクを推進するための行動もまた

促進する，といった形で，筆者らが想定した以

上に学びが及ぼす範囲が広いことを示唆してい

るように思われる。ただし，前者が「現在業績

の追求」や「部下マネジメント」と関係してい

ないこと，また，後者が「未来に向けた変革推

進」と関係していないことは筆者らの概念定義

と整合的である。

以上，筆者らの想定と一部に異なる結果が得

られたものの，4 つの尺度の妥当性に重大な懸

念を招く結果ではないと判断した。

Step3 の分析からは，4 つの尺度の妥当性を

一定程度，確認することができた。しかしなが

ら，分析手法として確証的因子分析を用いたと

はいえ，本分析では，Step2 において構築した

4 尺度 20 項目を全て用いたモデルにおいて得

られた因子負荷量をもとに，一部項目を除外し

ており，探索的な手続きとなっている。また，

1 つのデータセットにおいて因子構造等が確認

できたとはいえ，その結果の一般化の可能性に

ついては検証されていない。これらの点につい

て，Step4 においてさらに検証する。

3.4　（Step4） 測定等価性の検証

Step4 では，Step2 において検証対象とした

部長（第 2 階層の管理職）よりも一段階上位の

管理職である本部長（第３階層の管理職）から

データを収集し，さらなる尺度の検証を行う。

まず，Step3 で用いたサンプルとは独立したサ

ンプルにおいて，4 尺度 16 項目の同じ尺度構

造が成り立つかを検証する。その上で，Step3

のサンプル及び Step4 のサンプルの間での測定

等価性を検証し，本論文で構築した 4 尺度の一

般化可能性の検証とする。最後に，両サンプル

間での尺度スコアの比較により，階層による役

割行動の違いについて確認する。具体的には，

概念構築セクションにおいて述べた，上位役職

の管理職にはより経営的視点からの行動（本論

文の尺度においては「未来に向けた変革推進」

「仕組みづくり」が該当）が求められる，とい

う想定に合致した傾向が本尺度によって確認で
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きるかどうか，検証する。

3.4.1　対　象

パート・アルバイトを含む従業員規模 300 名

以上の企業に勤務する正社員で，Step1, 3 にお

いて定義した部長が部下に含まれ，その人事

評価を行うポジション（本部長）に就任後，1

年以上の経験があるものを対象とした。回答

者のうち，不良回答が疑われる回答を除いた

381 名を分析対象とした。回答者の平均年齢

は 54.0 歳（SD=6.4），平均勤続年数は 24.9 年

（SD=10.5），男性が 96.4％，中途入社者が 37.2

％であった。所属先は日系企業が 95.3％であっ

た。従業員規模は 5,000 人以上（35.7％）が最

も多く，業界は製造業（33.1％），情報通信業

（13.4％），金融・保険業（11.8％）等が多かっ

た。

3.4.2　調査項目

Step3 で選別した 4 尺度，16 項目を用いた。

Step3 と同じく，自身が過去 3 ヶ月に時間を費

やした程度として当てはまる程度を，それぞれ

について聞いた。反応尺度は「1= 全く当ては

まらない」～「7= とても当てはまる」の 7 件

法を用いた。

3.4.3　結　果

まず，Step3 と同じ因子構造を想定した確

証的因子分析を，本 Step で収集した本部長サ

ンプルのみ（n=381）を用いて行った。適合

度指標はカイ二乗係数 =169.71，自由度 =98，

p =.00，CFI=.95，TLI=.94，RMSEA=.06，

SRMR=.06 であり，ほぼ満足な水準であった

（Hu & Bentler, 1999）。

次に，Step3 で用いた部長サンプルと，本

Step で収集した本部長サンプルからのデー

タを用い，Vandenberg & Lance（2000）を踏

まえ，確証的因子分析を用いた測定等価性を

検証した。Vandenberg & Lance（2000）が示

したステップのうち，特に因子構造の等価性

（configural invariance），因子負荷量の等価性

（metric invariance）， 切 片 の 等 価 性（scalar 

invariance）について検証した。因子負荷量及

び切片の等価性がある場合，異なるサンプル間

で尺度間の相関係数，及び，尺度スコアの比較

が可能となるため，尺度の一般化可能性を検証

する上ではこれらの確認が重要となる。確証的

因子分析を用いた等価性の検証では，サンプル

間での因子構造（モデル 1），因子負荷量（モ

デル 2），切片（モデル 3）の等価性を順次制

約として加える形で複数モデルの分析を実施

し，モデル間での適合度指標の差異を検証する

ことによって等価性の評価を行う。制約を追加

したモデルにおいて，追加前のモデルとのカ

イ二乗係数に有意差が認められない，あるい

は，CFI の差異が .01 未満である場合には，等

価性仮説を棄却しないことが推奨されている

（Vandenberg & Lance, 2000）。本分析でもこ

の考え方に基づき測定等価性の検証を行った。

表 4 に結果を示す。

3 つのモデルのいずれも，適合度指標が

Vandenberg & Lance（2000）が推奨する水準

（CFI 及び TLI が .90 以上，RMSEA が .08 以下，

SRMR が .15 以下）を十分に満たしている。ま

た，モデル間のカイ二乗係数の差異は，モデル

1-2 間，モデル 2-3 間のいずれにおいても有意

であった（p < .01）が，CFI の変化量が .01 を

下回っていたため，より制約の強いモデルにお

いても等価性は棄却されなかった。以上から，

4 つの尺度による測定は，部長と本部長という，

別個に収集した 2 つのサンプルにおいて等価で

あり，スコア及び相関係数がサンプルを超えて

比較可能であることが確認できた。

以上を踏まえ，4 尺度のスコアの平均値の部
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長サンプルと本部長サンプルの間での比較を t

検定（両側検定）によって行った。表 5 にその

結果を示す。「現在業績の追求」「仕組みづくり」

においては，部長と本部長に有意な違いは認め

られなかった（p=.67, .21）。一方，「未来に向

けた変革推進」では本部長の平均値が有意に高

く（p < .01），また，「部下マネジメント」で

は本部長の平均値が有意に低い（p < .05）結

果となった。部長と本部長では，後者がより強

い「未来に向けた変革推進」を示すのに対して，

「現状志向」が変わらないという点は，筆者ら

が想定した，より上位の階層の管理職ほど，こ

の両方が重要になる，という点と一貫している

ように思われる。経営がゴーイング・コンサー

ンであり，今日の業績無くして将来に向けた挑

戦を行うことはできない，ということと，上位

のポジションほど「現在業績の追求」「未来に

向けた変革推進」の両方に同時に取り組む必要

があるということは整合的である。また，「部

下マネジメント」に関する結果は筆者らの想定

通りであったが，仕組みづくりの水準に部長と

本部長の間で差異が見られなかった点は予想外

であった。この点については考察セクションで

論じることとする。

以上，本検証の結果からは，特にタスクに関

する 2 軸（「現在業績の追求」「未来に向けた変

革推進」）および，「部下マネジメント」におい

て，理論から想定される部長と本部長の役割行

動の違いと一貫する結果が得られた。「仕組み

づくり」の結果は想定外であったものの，これ

表 4　測定等価性の検証

 各モデルの適合度指標   モデル間の差異の検証 

 χ2 df p 
Scaling 

Factor 
CFI TLI RMSEA SRMR  Δχ2 Δdf p ΔCFI 

モデル 1 656.39 196 .00 1.75 .95 .93 .06 .06      

          49.79 12 .00 <.01 

モデル 2 680.85 208 .00 1.72 .95 .94 .06 .06      

          127.73 16 .00 <.01 

モデル 3 734.48 224 .00 1.66 .94 .94 .06 .06      

n = 1237.  

適合度指標のχ2は MLM estimator が出力する、平均調整カイ二乗検定統計量。Scaling Factor は、その差異の検定を

（詳しくは、Satorra & Bentler（2010）を参照）。 行うための数値

 部長 

(n=856) 

本部長 

(n=381) 

差異 

（部長-本部長） 

p 

現在業績の追求 5.34 5.31 .03 .67 

未来に向けた変革推進 4.76 4.97 -.21 .00** 

部下マネジメント 5.57 5.42 .14 .01* 

仕組みづくり 5.10 5.18 .08 .21 

* = 有意水準 .05, ** =  有意水準 .01 

表 5　部長と本部長サンプルでの尺度平均値の比較



組織階層による違いに着目した管理職の役割行動尺度の開発

－57－

らの結果は，総じて本研究が提示する 4 つの尺

度に対する妥当性を支持するものだと考えられ

る。

4．考　察

以上の結果を踏まえ，本論文の貢献と，そこ

からの示唆について述べる。また，本論文の限

界とそれを踏まえた今後の研究の方向性を示

す。

4.1　本論文の貢献とそこからの示唆

本論文の貢献としては，まず，従来の管理職

研究においてあまり注目を集めてこなかった階

層による違いを考慮して，管理職の役割行動を

捉える理論的枠組みを提示するとともに，そ

れらの役割行動を定量的に捉える測定尺度を

開発した点が挙げられる。階層による役割の

違いに関しては，管理職の昇進に伴うトラン

ジションや学習に関わる研究（松尾，2013; 嶋

村，2012）において，新たな階層での役割期待

に適応するために学習や学習棄却が必要となる

ことがこれまでに議論されてきた。また，管理

職の役割の多様性・複雑性を捉えるため，既存

の枠組みにとらわれない研究アプローチが必要

であることを Korica et al.（2017）が指摘して

いる。こうした議論を踏まえ，一定の普遍性が

先行研究において認められてきたタスクの管理

と人の管理という 2 つの軸からなる枠組みに，

パラドキシカル・リーダーシップ（Smith & 

Lewis, 2022），リーダーシップの代替（Kerr & 

Jermier, 1978），構造的支援（Howell & Dorf-

man, 1986; Bell & Kozlowski, 2002）といった

先行研究を導入し， 4 つの次元からなる枠組み

を提示した。役職による管理職の行動の違いと

いう観点から，互いに関連しつつもこれまで組

み合わせて議論されてこなかった文献を導入

し，新たな枠組みを提示したことが本研究の理

論的貢献である。その上で，この新しい枠組み

に基づき新たな尺度の開発と検証を行い，階層

間の役割行動の違いの階層横断的，定量的な比

較が可能であることを確認した。

また，この過程を通じて，階層による管理職

の役割の違いについて新たな洞察が得られた。

Step1 においては，課長と部長に対する期待の

違いを 2 つの軸に基づいて比較した。課長に対

しては「未来に向けた変革推進」よりも「現在

業績の追求」が，「仕組みづくり」よりも「部

下マネジメント」がより強く期待されているこ

とが示されたのに対して，部長には「未来に

向けた変革推進」と「現在業績の追求」が同

程度に期待されている一方，「部下マネジメン

ト」よりも「仕組みづくり」が強く期待されて

いる傾向が見られた。そして，Step4 において

は，部長と本部長に，本人回答で役割行動の実

態を聞いた。両者の回答の比較からは，部長よ

りも本部長の方が，「部下マネジメント」を行

っておらず，より「未来に向けた変革推進」の

行動をとっていることが示された。なお，筆者

らの想定と異なり，部長と本部長の間では「仕

組みづくり」に差異がみられなかった。国際比

較研究において，日本企業がシステム（仕組み）

によるコントロールをあまり重視していない

ことが伝統的に指摘されてきた（Ouchi, 1979; 

Doore, 2000）ことを踏まえると，上位のポジ

ションにおいても，日本の管理職が仕組みづく

りに取り組む程度には限界があるのかもしれな

い。

これら 2 つの分析結果からは，課長において

「部下マネジメント」「現在業績の追求」に偏っ

ている役割上の重心が，より上位の管理職にな

るにつれ，期待される行動がより「仕組みづく

り」および「未来に向けた変革推進」へと移っ

ていく姿が読み取れる。Step1 と 4 では，役割

期待と役割行動という異なる観点からのデータ
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を得ている点に留意が必要だが，両 Step の結

果には一貫性があるように思われる。

ここで興味深い点は，「タスク」「人」の 2 つ

の軸の間で，重心の推移に違いがあるという点

だ。タスク軸においては「現在業績の追求」の

重要性は低下しないままに，「未来に向けた変

革推進」を同時に追求することが重要になっ

ていることが見て取れる。両者は「and」の関

係にあり，まさに両立思考（Smith & Lewis, 

2022）が上位の管理職ほど求められるというこ

とを示唆している。一方，人軸においては，「部

下マネジメント」の重要性が低下し，「仕組み

づくり」の重要性が上昇していく傾向が見られ

る（なお，部長と本部長の間ではこの次元にお

ける役割行動の違いは見られなかった）。これ

は，組織構造の中で，より現場から遠い立場と

なり，多くの部下を指揮下に持つようになるこ

とで，直接的な関与が難しくなることを反映し

ていると考えられる。ここでは両者は「or」の

関係になっている。

管理職のキャパシティには制約があることを

踏まえると，上位管理職になるにつれて人とタ

スクの両側面において単純に役割が拡大するの

ではなく，重心がシフトする，と考えるのが合

理的であろう。単純に役割が拡大すれば，それ

ぞれが中途半端になるか，全てに応えようとし

て管理職が疲弊してしまう。その点で，人軸に

おける直接的な部下マネジメントから間接的な

仕組みづくりへの役割シフトは整合的である。

一方，タスク軸においては，上位職位になるに

つれて，現在と未来のいずれかからいずれかに

役割がシフトするのではなく，両方が重視され

るようになっている。ここからは，相矛盾する

要求に対処する能力が成長の過程において必要

となることが示唆される。このように，階層間

の役割の変化が，タスクの軸と人の軸で異なっ

ていることが明らかになった。

なお，本研究からは部長に対する役割期待

と，役割行動の間に乖離が存在することが示唆

された 4。Step1 の結果は，部長には「現在業

績の追求」と「未来に向けた変革推進」が同程

度に期待されていること，また，「部下マネジ

メント」と「仕組みづくり」もまた，同程度に

期待されていることを示している。一方，部長

の役割行動を調べた Step3 では，「現在業績の

追求」が「未来に向けた変革推進」よりも，ま

た，「部下マネジメント」が「仕組みづくり」

よりも高いスコアを示した。このことは部長の

実際の役割行動が，期待と比べて「現在業績の

追求」「部下マネジメント」に偏っている可能

性があることを意味する。本論文の冒頭におい

て述べた，部長を「大課長」と揶揄する表現が

メディア等に見られることと一貫した傾向であ

る。なぜ役割期待と役割行動の間にこうした乖

離が生じるかについて検討することは本研究の

狙いを超えており，さらなる研究が必要である

が，ここでは今後の研究に資することを目的に

筆者らの解釈を述べる。

役割期待と行動の乖離の要因として第一に

考えられるのは，部長が担当する部門のメン

バーの能力不足だ。Step3 において，部門のメ

ンバーの能力不足が「現在業績の追求」「部下

マネジメント」と正の有意な関係を持つこと

が示された。ビジネス環境が大きく変化する

中，人材育成が多くの企業で課題視されている

こと（リクルートマネジメントソリューション

ズ，2023）を踏まえると，本来の役割期待以上

に，現在の業績の推進，部下への直接の働きか

けに注力せざるを得ない部長が多いのかもしれ

ない。第二に考えられるのは，部長が期待に沿

った行動を行うための支援の不足である。課長

から部長になるにあたり，役割の変化に適応し

て新たな行動を学ぶとともに，かつての行動を

アンラーニングすることが求められる（松尾，
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2013; 嶋村，2012）。Step3 から，学びの機会を

持つことが部長の「未来に向けた変革推進」や

「仕組みづくり」の行動を促すことが示唆され

たことを踏まえると，上述した現状の背景に

は，部長という役割に適応し，期待される行動

を実行するための学びの機会の不足があるのか

もしれない。

これら一連の考察を踏まえ，本研究の実務に

とっての意義について述べる。本研究において

提示した 4 次元からなる理論的枠組みは，企業

が異なる層の管理職への期待を検討する上での

共通言語を提供するものと言えるだろう。管理

職は，組織運営において要となる存在であるだ

けに，彼ら・彼女らに対する期待は「あれもこ

れも」になりがちだと考えられる。本研究が提

示した枠組みは，そうした多岐にわたる期待を

構造的に整理し，各階層における中心的期待を

明らかにしていく上で，有用な示唆を提供する

ものだと考える。管理職の負荷の高まりが懸念

されているが，各階層の役割を整理すること

は，ひいては負荷の軽減に寄与しうると考え

る。

また，現在の管理職の役割行動の実態を評価

し，育成や登用における課題を検討する上で

も，本研究の提示する枠組み及び尺度は有用で

あろう。具体的には，本尺度を用いて既任部長

の行動の状況を把握し，不足している行動を捉

えることで，育成施策を検討することが考えら

れる。Step3 の結果からは，事業経営や人材・

組織マネジメントを学ぶ経験が部長の役割行動

に関係していることが読み取れるためだ。ま

た，タレントマネジメントにおけるポテンシャ

ルの見極めにおける活用が考えられる。将来の

幹部候補たり得る人材（タレント）の見極めに

おいては，過去のパフォーマンスのみに基づく

のではなく，将来のポテンシャルを評価する必

要性が指摘されている（Fernández-Aráoz et 

al., 2011）。というのも，過去の成功が将来の未

経験の仕事での成功を保証するとは言えないか

らである（Cascio & Aguinis, 2008）。本論文の

成果からは，第一レベルの管理職である課長の

時点で，本尺度による行動把握を行い，現在の

成果を追求するだけでなく未来の成果のための

仕掛けを行う，また，組織内の人材の活躍を促

すための仕組みを提案し，実現に繋げる，とい

った行動をとっている人材は，より上位の管理

職ポジションで活躍するポテンシャルが期待で

きると考えられる。また，育成においては，一

般的に“ストレッチ”した（＝「一皮むける」）

アサインメントが重視される（McCall, 1998）

が，本研究から示唆される階層による役割期待

の違いを踏まえると，特定の事業や組織におい

て，現在の成果に責任を持ちつつも，同時に未

来の成果に向けた取り組みを行うようなアサイ

ンメントが有効であることが示唆される。この

ことは，田中・中原（2017）による，新規事業

創出経験が中間管理職の経営視点の習得につな

がる，という指摘を拡張するもの，と言えるだ

ろう。

4.2　本論文の限界と今後の方向性

この研究の限界と，今後の方向性について述

べる。第一に，本論文では，開発した尺度で捉

えた役割行動と，パフォーマンスの関係を分析

するには至っていない。また，全てのデータが，

クロスセクショナルなサーベイに基づいてお

り，因果の検証が行えていない。「部下マネジ

メント」「仕組みづくり」「現在業績の追求」「未

来に向けた変革推進」の役割行動は，課長や部

長，本部長などさまざまなポジションの管理職

が率いる組織のパフォーマンスにどのように影

響するのだろうか。また，これらの行動間に相

互作用は存在するのだろうか。役割行動がパフ

ォーマンスに影響する境界条件とはどのような
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ものだろうか。こうした問いについて，マルチ

ソース，経時データを用いて検討していくこと

が，今後の研究に期待される。

第二に，今後の研究においては，役割期待と

役割行動のギャップの要因，また，期待される

行動，特に「未来に向けた変革推進」や「仕組

みづくり」を促すメカニズムについて検討して

いくことが重要だと考えられる。Step3 の分析

からは，組織の状況や能力開発経験が寄与して

いることが示唆されるが，上で述べた通り，あ

くまでもクロスセクショナルな調査に基づく分

析である。経時データを用いた，さらに幅広い

要因を検討する研究を期待したい。それによっ

て，管理職の育成や，タレントマネジメントに

示唆が得られると考えられる。

第三に，本研究は，日本において企業に広く

見られる伝統的な階層型組織構造を前提として

いる。また，調査は全て日本語で，日本国内に

おいて実施している。よって，本研究で示した

尺度の妥当性が，どの程度，異なる組織コンテ

クスト，言語環境において成立するかの検証

は，今後の検討課題だと言えるだろう。例えば，

欧米多国籍企業において見られるような，複数

のレポーティングラインが混在する複雑なマト

リックス構造の組織においてどの程度，本研究

で示した理論的枠組みや尺度が適用可能だろう

か。こうしたテーマの検討を，今後の研究に期

待したい。

第四に，本研究は Korica et al.（2017）が指

摘した管理職の多様・複雑な役割の一部を捉え

るにとどまっている。これは，階層による管理

職の役割の違いについて捉えることを狙いとし

た結果であるが，管理職の役割総体について

理解する，という点では明確な限界と言える。

Korica et al.（2017）も指摘するように，1980

年代以降，戦略・リーダーシップ・文化といっ

た管理職研究で頻用される概念が，管理職の

役割理解を分析的に断片化させた。結果とし

て，それぞれの概念が管理職の役割全体を代弁

するかのように用いられるようになってきたこ

とは，管理職研究における大きな課題である。

本研究でとった階層横断的なアプローチに加え

て，部長や本部長の役割についてのオープンエ

ンド・定性的なアプローチでの研究が行われる

ことで，これら上位管理職についてより重層的

な理解が可能となると考える。

第五に，エキスパートインタビューのサンプ

ル数が 5 名と限られる点がある。より幅広いサ

ンプルにインタビューを行うことでより幅広い

項目の候補が得られた可能性があろう。ただ

し，ここで行ったのは探索的調査ではなく，先

行研究に基づき理論的な枠組みを設定した上で

の項目検討であるため，尺度構築における影響

は限定的であると考える。

4.3　結　論

本論文では，先行研究に基づいて，管理職の

階層間の役割行動の違いを踏まえ，タスク軸に

2 つ（「現在業績の追求」「未来に向けた変革推

進」），人軸に 2 つ（「部下マネジメント」「仕組

みづくり」）という 4 つの概念を定義し，それ

らを測定する各 4 項目，全 16 項目からなる尺

度を構築した。3 つの独立したサンプルからの

データによって，（1）4 つの概念によって管理

職の階層による役割期待の違いを捉えられるこ

と，（2）尺度が統計的な測定妥当性を備えてい

ること，また，（3）異なるサンプル間で測定等

価性が示され，開発した尺度が一般化可能性を

備えていることを確認した。また，管理職の階

層により期待される役割や実際の行動の違いが

あること，タスク軸と人軸でその違いの様相が

異なっていることが示唆された。本論文で開発

した尺度を用いることで，これまでにあまり研

究が行われてこなかった部長やより上位層の管
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理職の役割行動とその結果，要因についての検

討が進むことを期待したい。
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注
1　日本企業においては，担当部長や担当課長など，

職位名に管理職であることを示唆する名称を含ん
でいながら，実際には部下を持たない職位が存在
するが，本論文では，こうした人々については対
象としていない。

2　時系列上は，本論文の Step2，3，44 に報告する
調査をこれに先立って実施しており，本調査は最
後に行った。しかしながら，論文構成上の位置付
けを踏まえ，Step １として配置することとした。

3　100-300 人は選択肢としては設けているものの分
析対象を 300 人以上に限ったためサンプル数 0 で
あった。

4　Step1 と Step3, 4 の結果は，互いに属性が異なる
サンプルから得られた回答であるため，厳密には
比較できない。よって，ここでの解釈は，今後の
実証研究に先立つ，あくまでも予備的な読み取り
である点に留意されたい。
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